
 
 令 和 ２ 年 ９ 月 １ ８ 日 

不動産・建設経済局 建設市場整備課 

 

主要資材及び就業者の原単位が平成２８年度に対し減少 

～建設資材・労働力需要実態調査【土木・その他部門】の結果～ 

 

 

 

 

建設資材・労働力需要実態調査は、昭和 48 年のオイルショックを契機に昭和 49 年よ

り実施しており、主要建設資材及び労働力の建設工事における原単位（請負工事費 100

万円当たり必要な建設資材量等）を把握することにより、その需要構造を明らかにし、

もって建設資材供給の安定化と建設工事の円滑な推進を図ることを目的として実施して

います。調査結果の概要は以下のとおり。 

セメント t 0.952

生コンクリート ㎥ 1.700

骨材・石材 ㎥ 6.051

鋼材 t 0.256

瀝青材 t 0.061

就業者 人日 7.210

資材・職種名 単位
金額原単位

（請負工事費100万円当たり）

 

  詳細は別添資料をご覧下さい。 

【問い合わせ先】 

国土交通省 不動産・建設経済局 建設市場整備課 

課 長 補 佐  松本（内線：24863） 

資 材 係 長  蓮沼（内線：24864） 

電 話 番 号  03-5253-8111【代表】 

03-5253-8283【夜間直通】 

ＦＡＸ 番 号  03-5253-1555 

国土交通省では、平成 30 年度に受注された土木工事を対象とした建設資材・労働力需要

実態調査(土木･その他部門)を実施しました。その結果、平成 30 年度の金額原単位は前回調

査(平成 28 年度金額原単位)と比較して、全ての資材ならびに就業者で減少しました。 
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令和２年９月１８日 

 

建設資材・労働力需要実態調査（土木・その他部門） 

平成 30 年度原単位の結果について 

 

国土交通省不動産・建設経済局建設市場整備課 

課長補佐  松本 （内線24863） 

資材係長  蓮沼 （内線24864） 

電話番号  (03)5253-8111（代  表） 

(03)5253-8283（夜間直通） 

 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

本調査は、主要建設資材及び労働力の建設工事における原単位を把握することにより、その需要構造

を明らかにし、建設資材供給の安定化と建設工事の円滑な推進を図ることを目的として実施しているも

のである。 

本調査では、各種の主要建設資材及び労働力のそれぞれについて、年間の金額原単位を算出してい

る。 

・金額原単位：請負工事費（発注者からの支給資材評価額を含む。以下同じ。）100万円あたりの 

投入量。 

 

（２）調査経緯 

原単位は、施工技術の進歩・合理化、新工法の開発、建設資材の品質向上及び二次製品の進展、及び

これらに伴う生産性の向上や、資材価格の変動によって、経年的に変化する。 

このため、昭和49年度工事を対象に１回目を実施し、現在は２年ごとに、実態に即した原単位の把握

を行っている。 

今回の調査は、平成30年度に受注された土木工事を対象として、令和元年度(平成31年度)に実施した

ものであり、総務省の承認統計として実施した。 

 

（３）調査の方法 

調査の方法については、図－１のとおりである。 

 

図－１ 原単位調査の実施手順 
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ｉ）調査対象工事の抽出 

国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室が実施している「建設工事受注動態統計（うち土木

分）」を利用し、平成30年度に受注された工事の中から、工事の施工地域、種類及び規模毎にそれぞれ

の抽出数を定めて、調査対象工事7,549件を抽出した。 

 

ⅱ）調査票の送付・回収及び審査 

抽出した調査対象工事を請負った各事業所（元請企業）に対し、郵送により調査票を送付・回収し

た。回収した調査票については、記入内容を審査し、審査を通過したものを有効票とした。 

 

ⅲ）原単位の算出 

得られた有効票のデータから、以下の手順により、各主要建設資材及び労働力のそれぞれについて原

単位を算出した。 

①復元倍率の算出 

施工地域、種類及び規模等の偏りをなくすため、受注動態統計の請負契約額に基づき、施工地、種

類及び規模毎に区分した層別に、復元倍率を算出した。 

②層原単位の作成 

上記①の手順によって算出された復元倍率を乗ずることにより需要量、及び金額を復元し、復元さ

れた需要量の和を金額の和（百万円単位）で除することにより、層原単位を作成した。 

③各統計区分に対応した原単位の算出 

復元した母集団の原単位を基に、建設投資推計、受注動態統計の各区分の別に応じ、工事種類、金

額規模等について、主要建設資材及び労働力の原単位を作成した。 

 

表－１ 原単位算出の区分表 

建設投資推計別 受注動態統計別 

①政府・民間別 

②地域別 

①公共・民間別 

②目的別工事分類別 

③工事種類別 

④金額規模別 

⑤地域別 
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２．調査結果の概要 

（１）調査対象工事の抽出 

平成30年度に受注された工事の中から、7,549件を抽出した。 

 

（２）有効票数 

抽出した調査対象工事のうち、回答の結果、調査対象属性を満足しない等により無効標本となった工

事を除く有効標本は3,966件で、全体の着工件数に対するカバー率は3.3％となった。 

 

表－２ 調査対象工事件数結果表 

抽出件数 

 

（Ａ） 

回収数 有効標本数 平成30年度

受注件数

（Ｄ） 

カバー率 

 

（Ｃ/Ｄ）％ （Ｂ） （Ｂ/Ａ）％ （Ｃ） （Ｃ/Ｂ）％ 

7,549 5,389 71.4 3,966 73.6 119,005注) 3.3 

（注）受注動態統計において、公共では住宅・非住宅以外、民間では建築以外の受注件数。 

 

（３）原単位算出結果（年間原単位） 

ｉ）建設投資推計区分に対応する金額原単位 

建設投資推計区分に対する原単位の算出結果は、以下のとおりとなった。 

 

表－３ 建設投資推計区分に対応する金額原単位（名目）（全国） 

（請負工事費100万円あたり） 

資材・職種名（単位） 土木合計 
  

政府 民間 

セメント（ｔ） 0.952 1.039 0.759 

生コンクリート（㎥） 1.700 1.926 1.207 

骨材・石材（㎥） 6.051 6.660 4.714 

鋼材（ｔ） 0.256 0.254 0.260 

瀝青材（ｔ） 0.061 0.075 0.030 

就業者（人日） 7.210 6.929 7.827 

（注１）資材については、加工品等に含まれているものを含む。（例：生コンクリートに 

含まれるセメント、骨材） 

（注２）就業者については、全職種の合計。 
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ⅱ）過去の調査結果との比較 

前回（平成28年度）と今回（平成30年度）の調査結果について、原単位を比較した。 

 

表－４ 金額原単位（名目）（全国） 

（請負工事費100万円あたり） 

  平成 28 年度 平成 30 年度 30-28 年度差 

資材・職種名 土木合計 土木合計 土木合計 

    政府 民間   政府 民間   政府 民間 

セメント（ｔ） 1.045 1.168 0.668 0.952 1.039 0.759 -0.093 -0.129 0.091 

生コンクリート(㎥) 1.859 2.117 1.068 1.700 1.926 1.207 -0.159 -0.191 0.139 

骨材・石材（㎥） 7.681 8.515 5.120 6.051 6.660 4.714 -1.630 -1.855 -0.406 

鋼材（ｔ） 0.290 0.312 0.224 0.256 0.254 0.260 -0.034 -0.058 0.036 

瀝青材（ｔ） 0.073 0.085 0.035 0.061 0.075 0.030 -0.012 -0.010 -0.005 

就業者（人日） 7.626 7.549 7.864 7.210 6.929 7.827 -0.416 -0.620 -0.037 

（注１）資材については、加工品等に含まれているものを含む。（例：生コンクリートに含まれるセメント、骨材） 

（注２）就業者については、全職種の合計。 

 

３．その他  

当調査結果については、国土交通省のホームページ（統計情報のページ）に掲載していますので、ご

参照ください。（http://www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html） 



（土木部門）平成18年度からの金額原単位の推移
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